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CATV
データ放送

音声告知とあわせて各媒体同時に情報発信

災害時における各情報媒体への自動配信システム構築

いいだ安全安心メール

NTTドコモ エリアメール
au・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 緊急速報メール

CATV安心ほっとライン（音声告知端末）

防災行政無線（同報系）

インターネット網

◎緊急情報は定型文を自
動送信【整備済】

J-ALERT

土砂災害警戒情報、

即時音声合成情報等

赤線は、自動起動・

連携

手入力情報（青線）避
難勧告・指示など

統一入力
フォーム

自動起動機

緑線は、音声自動
起動・連携

※ au・ソフトバンク「緊急速報メール」は24年10月から自動連携

※Twitterは25年5月、Facebookは25年12月から自動連携

平成23年９月21日から運用開始01 全国初の構築
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Twitter・Facebook

いいだFM防災アプリ
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フリーダイヤル

A社Sシステム

地域情報
アプリ



防災情報媒体への自動配信システムの構築へ

NTTdocomo エリアメール
au・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 緊急速報メール

CATV安心ほっとライン（音声告知端末）

インターネット

J-ALERT

赤線は、

自動起動・連携

①手入力情報（青線）

・道路通行止情報、火災発生、鎮火など

統一入力
フォーム

自動起動機

緑線は、音声（テキ
ストデータの自動読
み上げを含む）自動
起動・連携

※いいだ安全安心メールとエリアメールとの自動連携は平成23年９月21日から運用開始

※ au・ソフトバンク「緊急速報メール」は24年10月から自動連携

※Twitterは25年5月、Facebookは25年12月から自動連携

02 今後の整備予定（実線：整備済、破線：整備予定、塗りつぶし：更新予定）
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Twitter・Facebook

いいだFM防災アプリ
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防災行政無線フリーダイヤル

A社Sシステム

地域情報
アプリ

市公式Webサイト

③テキスト手入力（緑線）

・避難勧告・指示など
飯田エフエム放送

②自動入力（赤線）

・土砂災害警戒情報、

・即時音声合成情報など

緊急告知ラジオ

戸別受信機

④音声自動入力（緑線）

・火災発生、鎮火

飯田広域消防
消防同報遠隔制御装置

防災行政無線
アプリ

CATV
データ放送

さらに！

いいだ安全安心メール

防災行政無線
（同報系）



30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

事業内容

親局（1局）
既設システム連動
屋外拡声子局
高性能SP1局（飯田）

再送信子局
標準2局（飯田）
屋外拡声子局
標準47局（飯田）
高性能SP16局（飯
田）

再送信子局
標準2局（飯田）
高性能SP1局（飯田）
屋外拡声子局
標準41局（飯田）
高性能SP16局（飯
田）

非常用卓１卓
遠隔制御１卓（上村）
再送信子局
標準2局（上村）

屋外拡声子局
標準50局（飯田・上村）

戸別受信機・ラジオ(飯田）

遠隔制御１卓（南信濃）
屋外拡声子局
標準36局（遠山）

戸別受信機（遠山）
子局撤去80局

年度別事業費
（単位：千円）

92,101 370,130 363,960 407,905 262,735

同報系防災行政無線更新計画 ～概要～

❐市民・議会からの声：聞こえない、何を言っているかわからない！

更新に向けた方針 → 現状よりも屋外で聞こえやすく！大雨災害リスクの高い地域の建物内に情報を伝える！

現状：操作卓３卓、可搬1卓
中継局２局
屋外拡声子局282局
戸別受信機1,000台

← 昭和55年から整備開始。37年が経過し老朽化

現状どおり更新

操作卓１卓、遠隔２卓
中継局２局
再送信子局8局
屋外拡声子局282局
戸別受信機1,000台

（上・南信濃のみ）

事業費
1,717百万円

・操作卓 1局、非常用卓 1卓
・遠隔制御卓 2卓（上・南信濃）
・再送信子局 7局
・中継局２局（市役所→上村炭焼山→南信濃森山）

・屋外拡声子局 標準 172局
高性能SP 33局
文字表示 2局
撤去のみ 80局

・戸別受信機 標準500台
外部アンテナ1,050台
文字表示50台

・防災ラジオ 350台

事業費
1,469百万円

▲248
百万円

2017.12.05 飯田市危機管理室防災係 作成

更新案

スプリアス基準適合期限の
平成34年11月末に向けて

○スピーカーの更新

→明瞭性の向上
○高性能スピーカー導入

→音達範囲が拡大
→子局の削減・反響の減

○土砂災害特別警戒区域居住者へ戸別受信機又は防災ラジオを無償貸与
○天竜川L1浸水想定区域の住宅へ防災ラジオを無償貸与

→災害リスクの高い居住者へのプッシュ型情報伝達手段を確保
○聴覚障がい者向け文字表示型戸別受信機の無償貸与

改

善

内

容

※建物内等への情報伝達をより確実にしていくため①防災行政無線受信アプリ、②テレビプッシュ型情報配信システム（音声告知端末の更新）を導入
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災害情報伝達手段の多様化と維持経費
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04 システム運用にかかる経費

◯エリアメール（緊急速報メール）3キャリア・SNS・登録型メール連携
Ａ社 年額591,300円
気象情報提供・安否確認機能付き、3,000件まで（職員参集用）

◯市民向け登録型「いいだ安全安心メール」（30,000件まで 近隣町村と共同利用）
Ｂ社 年額 1,555,200円（月額120,000円税別）

◯いいだFM防災アプリ
運用費用の1/2を飯田エフエム放送へ委託料として支出
年額388,800円（月額30,000円税別）

※同報系防災行政無線の整備に合わせて、防災行政無線アプリなどの導入を予定

※防災行政無線整備工事については、現在プロポーザルによる提案書を受付中の段階。

平成30年9月・第3回定例市議会で可決後、本契約予定

課 題
J-ALERT連携の場合、「土砂災害警戒情報」発表時、市域を分割して
配信できない。［飯田地域と上村南信濃地域に分割して当該情報は発表される。］

05 システム運用にかかる課題
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災害情報伝達手段の多様化と耐災害性の向上
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05 多様な伝達手段・災害情報ガイドの配布

※地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等に係る検討会報告書（平成24年12月）にも掲載される

平成30年度末
リニューアル予定
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情報の収集とその活用
06 情報をいのちを守るための行動につなげる

どの情報を得たかよりも、
得た情報を元に、
いつどのように行動するかが大切
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http://2.bp.blogspot.com/--eQADemhc5g/UHi4dpEs3FI/AAAAAAAAGLc/prcLtrTleWg/s1600/shizensaigai_dosyakuzure.png
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○地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等に係る検討会報告書
―住民に対する情報伝達手段の整備及び管理・研修等に係る基本的な考え方―

平成24年12月 地方公共団体における災害情報等の伝達のあり方等に係る検討会【総務省消防庁】
※「飯田市災害情報ガイド」事例

○災害情報伝達手段の整備に関する手引き（住民への情報伝達手段の多様化実証実験）
平成25年３月 【総務省消防庁防災情報室】
※「飯田市災害情報ガイド」「情報伝達手段の多様化・自動連携」事例

○2013防災教育チャレンジプラン優秀賞受賞
平成26年２月 【内閣府（防災担当）、防災教育チャレンジプラン実行委員会】
※「災害伝承紙芝居の制作・普及啓発活動」（飯田市赤十字奉仕団紙芝居班）

○内閣府広報誌 ぼうさい 防災リーダーと地域の輪 第20回
平成26年秋号（第76号） 【内閣府（防災担当）】
※「紙芝居で災害伝承」事例

○地域における防災教育の実践に関する手引き
平成27年３月 【内閣府（防災担当）、防災教育チャレンジプラン実行委員会】
※「災害伝承紙芝居の制作・普及啓発活動（飯田市赤十字奉仕団紙芝居班）」事例

○水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ報告書
平成28年３月 水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ【内閣府（防災担当）】
※「防災担当者相互の“顔の見える関係づくり”（飯田市・君津市）」事例

★ 近年の状況（報告書等）

飯田市の防災対策事例の発表・資料掲載等① ～新アイテムの開発とコミュニケーションが鍵～
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○災害リスク・コミュニケーションに関する調査報告書
平成28年11月 【総務省消防庁】
※「地区防災計画策定の手引」事例

○避難勧告等に関するガイドライン・参考事例集
平成29年１月 【内閣府（防災）】
※「わが家の避難計画づくり」事例

○避難行動要支援者の避難行動支援に関する事例集
平成29年３月 【内閣府（防災担当）】
※「災害時助けあいマップ策定マニュアル・地区防災計画」事例

○中越大震災ネットワークおぢや 平成28年度活動報告書
平成29年４月 【中越大震災ネットワークおぢや】

※「平成28年熊本地震 先遣隊派遣報告」事例

○市町村の災害対策本部機能の強化に向けて ～防災情報システム活用事例集～
平成29年7月 【総務省消防庁国民保護・防災部防災課】

※「常設のオペレーションルームを備えた危機管理センター」事例

○命を守る 水害読本
平成29年７月 【毎日新聞出版】
※「飯田市の減災メゾット（オペレーションルーム、First Mission Box、わが家の避難計画づくり）」

★ 近年の状況（報告書等）

飯田市の防災対策事例の発表・資料掲載等② ～新アイテムの開発とコミュニケーションが鍵～


